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現役首相による靖国神社参拝問題にみる社説の役割
―新聞社説の内容分析を用いた考察―

福　田　朋　実

　マス・メディアのなかでも新聞は、信頼が高いメディアとして今日も高く位置づけられており、
人々の意識や意見に影響を与えている。本研究では、出来事に対する社会的な関心や位置づけの把
握に適した資料として新聞社説に焦点をあて、特定の出来事を取り上げた社説にみられる特徴と傾
向から今日の新聞社説が担っている役割について考察することを試みた。分析対象として取り上げ
たのは「首相による靖国神社参拝問題」である。
　分析から、権力監視などのジャーナリズムとしての役割や議題設定といった従来焦点があてられ
てきた側面に加えて、社説が「過去を保管し共有する場所」としての役割を担う点を示した。

keywords：内容分析　ジャーナリズム　靖国問題　社説の定量分析　公共の記憶

　情報伝達媒体としてのマス・メディアを用い、
不特定多数の受け手を対象に行われるコミュニ
ケーションの一形態としてのマス・コミュニケー
ションは、現代社会においては大きな役割を果た
していると考えられてきた。なかでも新聞記事や
社説は、主にマス・コミュニケーション研究の分
野で研究が積み上げられ、その役割について論じ
られてきた。しかし1973年の「石油危機・物不足
事件」に関する社説の内容分析を行った真鍋一史
（1975）は、従来の日本のマス・コミュニケーショ
ン研究について、マス・コミュニケーションの個
別的な実証的研究にもとづくデータが十分でない
ことを指摘し、日本の新聞社説の特質に関する従
来の記述についても、その大部分が印象的あるい
は評論的なもので、実証研究にもとづく記述が少
ないことを指摘している（真鍋　1975：54）。真
鍋の指摘から40年近くが経過した今日の新聞社説
の研究にも同様の指摘が可能である。人々の意識
や意見形成に関与すると考えられる社説につい
て、実証的なデータを用いた研究は今も少ない。
　そこで本稿は、近年起きた具体的な出来事を取
り上げて分析を行い、今日の社説について実証的
なデータを用いた考察を試みた。分析対象として
取り上げたのは、2000年以降に国内の政治問題だ
けでなく外交問題や歴史問題といった側面でも活
発に議論され、社会的にも注目が集まった「首相
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１．はじめに

　2013年に実施された「第６回メディアに関する
全国世論調査」によると、新聞はメディアへの信
頼度を100点満点で表示すると70.7点で、NHKの
72.5点に次いで高い結果になった（新聞通信調査
会　2014）。今日でも新聞は、信頼が高いメディ
アとして位置づけられている。
　なかでも社説は、情報提供や権力監視といった
ジャーナリズム（１）としての役割や社会における
議題設定といった面で人々の意識や意見に日常的
に影響を与えている。社説には、新聞社が受け手
にとって極めて重要な問題であると認識した事柄
が取り上げられ、時には知識人や専門家の言葉を
引用することも含めて新聞社の主義や主張が表明
される。
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　内容分析は、①言及される事柄自体に関する内
容の特徴の記述、②言及の仕方、記述形式に関す
る内容の特徴の記述、③送り手に関するもの、④
受け手に関するもの、⑤効果に関するもの、に分
類される。本分析は、特定の事柄の語られ方に着
目した②言及の仕方、記述形式に関する内容の特
徴の記述、に該当する（Berelson 1952＝1957：
37-42）。
　分析は、2001年以降に日本の三大全国紙の「朝
日新聞」「毎日新聞」「読売新聞」に掲載された「首
相の靖国神社参拝」に関連する社説を対象に行っ
た。詳細は分析結果で述べるが、靖国神社参拝関
連社説は、参拝当日からその後１週間に掲載が集
中している。勿論年間を通じて、首相の靖国神社
参拝を取り上げた社説は掲載されており、それら
も重要な資料に違いないが、可能なかぎり厳密な
分析データを示したうえで、今後の研究に繋げる
事を優先させるために、本稿では分析対象を掲載
が集中する時期（参拝当日から１週間後の計８日
間）に限定した。したがって分析対象期間は、小
泉首相と安倍首相が参拝した、2001年８月13日、
2002年４月21日、2003年１月14日、2004年１月１
日、2005年10月17日、2006年８月15日、2013年12
月26日の各日付を含む１週間である。対象期間か
ら抽出された社説に対して、真鍋（1975）の分析
を参考に（１）首相の靖国神社参拝に関する社説
数、（２）主題、（３）タイムラグ、（４）ステー
トメント、（５）シンボル、に着目し、「首相によ
る靖国神社参拝」を取り上げた社説にみられる語
り方の特徴と傾向を捉えた。なお本稿では（１）
～（４）の分析結果を中心にまとめている。

３．社説分析の結果

3.1  靖国神社参拝に関する社説数
　まず、首相の靖国神社参拝当日前後の社説を精
査し掲載数をみると、社説の掲載は参拝直後の１
週間に集中しており、参拝から２週目以降になる
と社説の掲載は大きく減る。本稿の分析対象期間
には、３紙合計45件（朝日16件、毎日18件、読売
11件）の社説が該当した。朝日新聞と毎日新聞で
はほとんど差がなく、それらの２紙に比べると読
売新聞の掲載がやや少ない。

による靖国神社参拝」である。とくに、靖国神社
が政治的な問題としてより注目されるようになっ
た小泉純一郎首相（第87～89代内閣総理大臣）に
よる参拝と、その小泉首相の最後の参拝から７年
４か月ぶりに参拝した2013年の安倍晋三首相（第
96代内閣総理大臣）の参拝に関連する社説を抽出
し分析した。
　先行研究として、靖国問題とマス・メディアの
関係について分析を行った浅野健一ら（2008）の
研究がある。中曽根康弘首相時の社説を含む新聞
記事と小泉首相時の記事を比較分析することで、
小泉首相による靖国参拝の新聞報道では、論点が
外交問題に偏っていたこと、記事の取捨選択が
偏っていたこと、ジャーナリズムとして国家権力
を監視するという基本姿勢が欠けていたことが指
摘された（浅野　2008：17-18）。浅野らが行った
社説分析では「論調の変化」に着目している（２）。
本研究では、先の真鍋（1975）の指摘も踏まえて、
分析に量的内容分析の手法を取り入れることで、
「首相による靖国神社参拝問題」を取り上げた社
説の役割について新たな知見につなげることを試
みた。
　また、靖国問題は、C.グラック（Gluck 1993＝
2001）が示した、戦後日本の「公共の記憶」の議
論にも関わる知見を示すことに繋がると考えられ
る。

２．分析方法と分析対象

　H.D.ラスウェル（Lasswell 1948＝1986）は、
コミュニケーションの構成要素と研究について、
「誰が（Who）」、「何について（Says What）」、「い
かなる通路によって（In Which Channel）」、「誰
に対して（To Whom）」、「いかなる効果を狙って」
（With What Eff ect）の５つの要素を提示してい
る。首相の靖国参拝が各新聞の社説においてどの
ように取り上げられているか、語り方に特徴や傾
向をみることができるかといった本分析の視点
は、「何について」に該当する。その分析手法と
して、「コミュニケーションの明示的内容の客観
的、体系的かつ数量的記述のための調査方法」と
定義される（Berelson 1952＝1957：4-5）量的な
内容分析を用いた。
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題と外交問題」という２つの側面を含んだ議論が
展開されている。
　
3.3  タイムラグ
　タイムラグ分析は、社説で、特定の事柄（本分
析では「首相による靖国神社参拝」）が取り上げ
られる場合に、その事柄の発生日と社説の掲載日
にどのくらいの時間的なズレが生じたのかをみる
ことで行った。さらに社説全体を通して首相が靖
国神社を参拝したという出来事がどのように扱わ
れているのかに着目し、次の３つの型に分類を試
みた。
　まず、「首相による靖国神社参拝」が主題とし
て扱われているもの、社説全体を通してそのよう
な取り上げ方をしているものを「主題型」に分類
した。次に、首相の靖国参拝そのものの内容につ
いては簡単に項目的に触れられているにすぎず、
社説の中心的な議題が別の事柄や事件にある場
合、そのような取り上げ方をしているものを「言
及型」に分類した。最後に、社説の中心的な議論
は完全に別の事柄や事件にあり、それらの問題と
関連づけて論じるために首相の靖国神社参拝とい
う事柄が一部分で引用されている場合を「引用型」
に分類した。分析の結果は次の通りである。
　ここで示されたのは、一般記事同様に社説も速
報性を持っていることである。どの新聞も参拝か
ら１～２日のうちに「主題型」として社説に掲載
していることが多い（表１、表２参照）。「主題型」
は全体の37.8％にあたる17件で、参拝直後の１～
２日のうちの掲載が多い（表２参照）。３日～４
日以上経過すると、「言及型」もしくは「引用型」
が増える。参拝から時間が経過すると、「主題型」
よりも、別の主題の社説で首相の参拝を引用する、
または参拝に言及するといった取り上げ方をする
ようになると考えられる。この特徴は、どの参拝
年にも共通していた。
　参拝当日に取り上げられた場合（つまりタイム
ラグがゼロの場合）、本分析では「言及型」の社
説しかみられなかった（表２参照）。参拝当日に
関連社説を掲載していたのは、朝日新聞、毎日新
聞、読売新聞ともに2006年８月15日のみであり、
３紙ともに「終戦記念日」を中心的な議論として

　しかし参拝直後から２週間経過しても継続して
掲載がみられた年もあった。それは2005年と2013
年で、両年とも分析対象期間外にあたる参拝から
２週目の掲載数が、対象期間の掲載数を上回って
いた。しかし、2005年と2013年以外の年では首相
の参拝直後に掲載が集中していた。首相の靖国参
拝は社説でも参拝直後に取り上げられていた。
　2001年から2013年までの計７回のうち最も掲載
が多いのは、2006年で14件（朝日５件、毎日６件、
読売３件）であった。2006年は、小泉首相が終戦
記念日（８月15日）に参拝している。2006年に次
いで社説に取り上げられたのは2001年で、小泉首
相就任後初の参拝直後の９件（朝日３件、毎日４
件、読売２件）であった。公約の実行、次期首相
の参拝の有無や総裁選への影響といった、首相の
動向に社会の関心が向けられる時期に特に掲載数
が増えている。首相の参拝は社会で話題の事柄や
注目される事柄として、社説に取り上げられたと
いえる。

3.2  主題
　社説の主題は、社説本文のほか、見出し、副見
出し、小見出しも含めて判断した。主題は主に４
つに分類することができた。首相による靖国神社
参拝が①国内問題として語られている場合、②外
交問題として語られている場合、③国内問題と外
交問題が混在している場合、④どれにも該当しな
い、もしくは判断不可能の場合、である。
　まず、全体的に靖国神社参拝直後の社説では、
４分類のうち、③国内問題と外交問題が混在した
社説が45件中26件（57.8％）で最も多かった。社
説の大半は、国内問題と外交問題が混在した内容
で構成されていたといえる。①国内問題のみは10
件（22.2％）、②外交問題のみは２件（4.4％）であっ
た。②外交問題のみの社説がみられたのは毎日新
聞の２件だけであった。件数が少ないため、毎日
新聞の特徴と断定はできない。その他に新聞によ
る差異はとりわけみられなかった。また、参拝年
による差異もみられなかった。
　「首相による靖国神社参拝」を取り上げた社説
では、「国内問題」と「外交問題」のどちらかの
主題に偏って議論が展開されるよりも、「国内問
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れているステートメントと、事実の記述のノン・
ステートメントの割合は、ステートメントが709
（43.2％）とノン・ステートメントが743（45.2％）
であり、両者はほぼ同じ割合といえる。
　新聞別では、ステートメントは朝日新聞が238
（42.1％）、毎日新聞が290（42.5％）、読売新聞が
181（45.7％）であった。ノン・ステートメントは、
朝日新聞が232（41.1％）、毎日新聞が310（45.5％）、
読売新聞が201（50.8％）で、ステートメントも
ノン・ステートメントも、新聞で大きな差はみら
れなかった。

3.4.2  ノン・ステートメントの詳細分析
　次にノン・ステートメントを、その記述内容ご
とに分類した結果は表４のとおりである。
　ノン・ステートメントのうちの22.2％が「首相
の参拝関連事項」で、最も多く記述されていた。
首相の靖国神社参拝直後に掲載された社説を分析
しているため、その社説において「首相の参拝関
連事項」が多くなるのは当然といえる。
　新聞別に比較すると、朝日新聞は「首相の参拝
関連事項」が他の２紙よりも多い。このことから、
朝日新聞は、首相が靖国神社を参拝したという事
実を他紙よりも重点的に取り上げていると考えら
れる。
　３紙のなかで「首相の参拝関連事項」が少なかっ
たのは毎日新聞で、他の２紙と比べて社説で、「国
内政治の動向」を多く用いている。毎日新聞は、

扱った社説であった。
　新聞別にみると、参拝から３日以上が経過した
後も「言及型」や「引用型」として社説に取り上
げる傾向にあるのは毎日新聞である。毎日新聞は、
靖国問題とは異なる主題を扱った社説でも、首相
の靖国神社参拝を引用していると考えられる。

3.4  ステートメント分析　
　内容分析の分法的基準による分析単位は、基本
的には、語、文、節がある。本稿では、文（セン
テンス）を分析単位に採用した（３）。分析対象45
件の社説を分析単位に分割すると、全1643文（朝
日565、毎日682、読売396）となった。
　１つの社説は、事実の記述の「ノン・ステート
メント」に該当する文と、社説の筆者（パシーバー）
の主張や見解が表明されている「ステートメント」
に該当する文によって構成されている。「ノン・
ステートメント」と「ステートメント」に振り分
けを行った結果が表３である。ただし、この振り
分け作業は容易ではなく、特にパシーバーの主観
が投射されている文の場合には両者の区分がぼや
けることが多々ある（４）。本分析では、筆者を含
めたコーダー３名が文脈から判断し分類すること
で信頼性を高めた。
　
3.4.1   ノン・ステートメントとステートメントの

割合
　社説におけるパシーバーの主張や見解が表明さ
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事項」「他国の対応」「国内政治の動向」「外交関
連事項」に分類されていた記述が該当する。この
方法で、再度分類を行った結果、図１のようになっ
た。
　2001年は「現在」の記述より「過去」の記述が
多いが、その後の2002年以降は「現在」の記述の
方が多くなっている。2002年以降は、「現在」の
記述を中心に社説の内容が構成されているといえ
る。全体的に「過去」の記述は「現在」の記述よ
りも少ないが、社説を構成する内容に「過去」の
記述が常に含まれている点は看過できない。なぜ
なら、社説は時事性を有しており、現在起こって
いる事柄を取り上げているはずだからである。今
日の社会の問題点や議論点を提起する社説の内容
には「過去」が必ず含まれていることが示された
といえる。特に、首相による靖国神社参拝という

首相による靖国神社参拝問題を、国内問題の側面
から取り上げているといえる。
　最後に、読売新聞は、「戦争関連事項」や「歴
史関連事項」といった項目が他の２紙よりも多い。
読売新聞は、首相の靖国神社参拝を語る際に、戦
争など歴史的な事柄と一緒に扱う傾向にあるとい
える。
　次に、取り上げられる事柄は参拝年でばらつき
がみられ、そこから特徴を見出すのは難しかった。
そこで、ノン・ステートメントに該当する文を、
記述の内容からそれぞれ「過去」と「現在」とい
うカテゴリーに再度分類した。「過去」に属する
カテゴリーには、「歴代首相の参拝」「歴史関連事
項」「靖国問題の経緯」「戦争関連事項」に分類さ
れていた記述が該当し、「現在」のカテゴリーには、
「首相の参拝関連事項」「その他の人物の参拝関連

 



『現代社会研究』12号

― 178 ―

る。これに対して、毎日新聞と読売新聞は、他国
の権力に対しても主張を行っている。また、毎日
新聞については「日本人や国民」といった非権力
に該当する対象に対しても、何らかのステートメ
ントを表明している。
　さらに、主張対象としてそのほとんどを占めた
「政治関係（日本）」と「他国の政治関係」につい
て、人物と国ごとに分類した。３紙ともに「首相」
（３紙合計257、朝日111、毎日91、読売55）に向
けて主張する記述が目立った。首相に次いで主張
の対象になっていたのは、政治家個人や個人が特
定出来ない「政治家」といった「その他」（３紙
合計97、朝日33、毎日50、読売14）であった。社
説がステートメントの対象としているのは、その
ほとんどが「首相」といえる。なかでも最も「首
相」に対して主張した記述が多いのは朝日新聞で
あり、最も少ないのは読売新聞であった。この差
異には、日本の新聞における政治的な特徴（５）が
反映されていると考えられる。
　「他国の政治関係」も同様に分類した。最も多
く主張対象になっていたのは「中国」（３紙合計
21、朝日６、毎日３、読売12）であり、次いで「ア
メリカ」（３紙合計15、朝日０、毎日11、読売４）、
「その他の国」（３紙合計９、朝日１、毎日３、読
売５）、「韓国」（３紙合計７、朝日１、毎日０、
読売６）の順であった。読売新聞は、他の２紙と
比較すると「中国」と「韓国」に対して主張する
ことが多い。そして、「アメリカ」に対する主張
が最もみられたのは、毎日新聞であった。毎日新
聞は、「中国」や「韓国」といった近隣国よりも、
日米同盟の相手国である「アメリカ」に対して主
張や意見を提示していた。

問題が、改めて社会問題として顕在化した2001年
に、「過去」のカテゴリーに属する記述の数が「現
在」に関する記述よりも上回っている点について
は、2001年以前の首相による参拝との比較や、今
後の分析の継続から、さらに検証する必要がある
と考えられる。

3.4.3  ステートメントの対象（主張対象）
　次に、パシーバーの主張については、誰に対し
て主張が行われているかに着目し、その対象の登
場をカウントした。１つの文章中に「政治関係（日
本）」と「他国の政治関係」といった複数の対象
が取り上げられている場合もある。ステートメン
トの対象を分類しカウントした結果は表５のとお
りである。主張対象として取り上げられるのは多
くが「政治関係（日本）」であった（表５参照）。
「政治関係（日本）」と「他国の政治関係」を合計
すると421であり、社説は政治に関係する人物や
組織に向けて主張を行っている。ここには新聞の
権力監視の機能が反映されていると考えられる。
　とりわけて大きな差とはいえないが、新聞別に
みると、朝日新聞が主張を表明する対象が「政治
関係（日本）」に集中しているのに対して、毎日
新聞と読売新聞は「他国の政治関係」も主張を表
明する対象に取り上げている。加えて毎日新聞は、
「日本」や「日本人・国民・日本の人々」も主張
を表明する対象として取り上げていた。この点は、
前述した、首相による靖国神社参拝問題を、国内
問題の文脈で取り上げるという毎日新聞の特徴と
関連していると考えられる。
　これらのことを整理すると、まず朝日新聞は、
社説を通して自国の権力を対象に主張を行ってい
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3.4.4  ステートメントの型（主張内容の種類）
　最後にステートメントの内容を、それがステー
トメントの対象に対して「好意的」か「非好意的」
かの視点から分類した。真鍋（1975）の「価値剥
奪（不利・非好意的）」と「価値付与（有利・好意
的）」という視点に加えて、その二つに分類するこ
とが難しい場合、つまり好意的か非好意的かの判
断が難しいが、何らかの主張がされている場合も
その主張内容から次の項目を加えて分類した（６）。
ひとつは、ある歴史や出来事に対して自分たちの
認識を示す、見解を示すといった表明がみられた
場合に「認識・見解」に分類する。もう一方は、
ある出来事に対して明確に疑問や危惧を表明して
いる場合、「疑問・問いかけ・推測・危惧」に分
類する。以上の分類でより詳細にステートメント
の特徴をみた。
　全体的に「支持・容認」といった好意的な主張
は少なく、「認識・見解」と「批判・拒否・要求」
といった非好意的な主張が多い（表６参照）。と

りわけ朝日新聞は、「批判・拒否・要求」が多く、
それに対して毎日新聞と読売新聞は「見解・認識」
の方が多い。
　次に、年代別にステートメントの型をみた結果
が図２である。
　「見解・認識」は2001年に最も多く、年代によっ
てその割合は変動している。2001年から継続して
増加がみられるのは「疑問・問いかけ・推測・危
惧」で、2005年には「見解・認識」よりも多くなっ
ている。近年は、「批判・拒否・要求」は減少し、
「疑問・問いかけ・推測・危惧」が増加する傾向
にあるようである。
　2013年には再び「見解・認識」が「批判・拒否・
要求」を上回っているが、このことには2006年か
ら2013年までの約７年間、現役首相による参拝が
なかったことが関係していると推測される。つま
り突然の安倍首相による参拝は、再度社説におい
て各新聞が自分たちの「見解・認識」を表明する
機会に繋がったと考えられるのである。
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４．本稿のまとめと考察

　本稿では、社説の量的内容分析を通して「首相
による靖国神社参拝」の語られ方の特徴と傾向を
捉えようと試みた。本章では、分析の結果をまと
め、整理し、今日の新聞社説の役割について考察
を行う。
　まず、分析の結果、社説の速報性が示された。
一般記事と同様に、社説も出来事が起こった直後
に話題として取り上げ、議題を提示し主張を行っ
ている。首相の参拝は参拝直後掲載され、それは
短期的である。しかし、長期的に社説で議論され
ることもあり、そのような場合は社会的関心が、
首相の参拝自体というよりも、その出来事を含ん
だより広い事柄（首相の公約実行や総裁選など）
にある場合と考えられる。
　次に、新聞別に特徴をまとめると次のようにな
る。

　朝日新 聞　外交問題と国内問題の両方の文脈で
　　首相の靖国参拝を捉える。

　毎日新 聞　朝日新聞と同じく、外交問題と国内
　　問題の両方の文脈で首相の靖国参拝
　　を捉えているが、国内問題の文脈で
　　取り上げることが朝日新聞よりも多
　　い。

　読売新 聞　国内問題の文脈で首相の靖国参拝を
　　捉える。

　　　　　　 外交問題の文脈で語られることもあ
るが、国内問題として扱う文脈の方
が多い。また他国に対して批判的な
記述も多い。

　以上のように、同じ出来事を取り上げた社説で
あっても、新聞によって取り上げ方に特徴がみら
れた。このような新聞による特徴の差異について
は、今後の分析の積み上げの必要性に加えて、送
り手分析の検討も必要と考えられる。
　次にマス・コミュニケーション論の視座から考
察を行う。ラスウェルによると、コミュニケーショ
ンの主要な機能は「環境監視」「社会の諸部分の
調整」「文化的遺産の伝達」である（Lasswell 

1948＝1986）。さらにマス・コミュニケーション
の機能としてC.R.ライト（Wright 1960）は、ラ
スウェルの三つの機能のモデルを発展させて「娯
楽」の機能を加えた。参拝直後の社説を量的に内
容分析した本分析から、社説は、首相を筆頭に政
治関係者に対して「批判・拒否・要求」、「疑問の
提示・問いかけ・危惧」といった非好意的な主張
を多く行っている。社説は、マス・コミュニケー
ションの機能のなかでも環境監視や社会の調整
を、「批判・拒否・要求」や「疑問の提示・問い
かけ・危惧」といった表現を用いて行っていると
考えられる。マス・メディアのなかでも新聞の役
割はジャーナリズムに傾斜しており、なかでも社
説には権力の監視に関連する環境監視や、社会の
調整機能としての役割が強く表れやすいといえる
（７）。
　またそのことに加えて、2002年以降には、強い
批判や拒否とは異なる「疑問・問いかけ・危惧」
といった、非友好的な表現ではあるが、直接的な
強い批判や拒否とは異なる表現の増加傾向がみら
れた。首相の参拝直後の社説は、首相の参拝に対
して非好意的な態度を示している点は同じだが、
その表現は、近年異なってきていると捉えること
ができる。この「疑問・問いかけ・危惧」という
表現の増加という近年の特徴は、新聞社説におけ
るジャーナリズム性の衰退や減少として捉えるべ
きか否かについては、今後のさらなる分析の積み
上げを通して検証する必要があると考えられる。
　最後に、権力監視や番犬機能、情報提供といっ
たジャーナリズムや、議題設定といった役割に加
えて、大衆文化としての新聞という視点から考察
を加えたい。グラック（1993＝2001）は、戦後日
本における「公共の記憶」の形成過程において、「現
在のなかに過去を保管する」役割を担う存在とし
て大衆文化をあげる（Gluck 1993＝2001）。新聞
も大衆文化のひとつであるため、「現在のなかに
過去を保管」していると考えられる。本稿の分析
でも、首相による靖国参拝を取り上げた社説の内
容には、首相が参拝を行ったという事実の他に、
「歴代首相による参拝」や「戦争に関連する事柄」
といった過去の記述が必ず含まれることが示され
た。社説を通して、日本の戦争や歴史といった「過
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去」が今日の日本社会で保管されており、さらに
人々はそのような内容を、社説を通して日常的に
受け取り、共有していると考えられる。
　戦後約70年が経過する今日の日本社会では、こ
のような「過去を保管し共有する場所」としての
役割や、現代に過去を語り継ぐ役割を担う新聞社
説は、人々の「戦争の記憶」や「公共の記憶」に
関与する大衆文化と捉えることができ、その役割
は今後より強化されると考えられる。
　しかし本分析の結果は、分析対象や対象期間、
分析手法といった様々な面で限定的であるため、
得られた結果もまた限定的と言わざるをえない。
課題として指摘された点については、分析対象や
分析期間、さらには分析方法についても多くの検
討を行ったうえで、さらなる分析の積み重ねに
よって克服する必要がある。

　追記
本稿は、平成25年度東洋大学井上円了記念研究助
成により助成を受けた研究で行った分析結果の一
部をまとめたものである。

（１） 本研究においてジャーナリズムは、記録や伝達、好奇
心という人間の根源的な欲求や必要性からうまれる営
みとして古くから存在する活動で、また今日のジャー
ナリズムとは、単なる情報伝達活動を意味するだけで
なく、民主主義政治体制の中で規範的な機能をもつ営
為という定義を援用する（林香里　2012：612）。

（２） 浅野らの研究では、社説に加え一般記事の分析も行っ
ている。一般記事の分析では、内容別に分類を行い掲
載数の推移をみて比較するという量的な分析が行われ
ている（浅野　2008）。

（３） 内容分析の分析単位の類型についてはK.クリッペンド
ルフ（Krippendorff  1980＝1989）を参照。

（４） 振り分け作業を操作的に行うことの困難性については
真鍋も指摘している（真鍋　1975：58）。

（５） 日本の新聞は、一般的に朝日新聞が革新的、読売新聞
が保守的といわれている。

（６） 真鍋（1975）はH.D.ラスウェルの「価値剥奪」と「価
値付与」を分類に用いた。

（７） メディアとしての新聞の特徴については横山滋（2001）
がテレビメディアとの比較で詳しくまとめている。
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